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序     文 

 

ベトナム社会主義共和国は、ドイモイ（刷新）政策により急速な経済成長を遂げ、今後

の経済発展の重要なインフラのひとつとして、電気通信ネットワークの拡充を鋭意進めて

います。しかしながら、そのための技術者不足は深刻であり、電気通信ネットワーク拡充

の大きな障害となっています。 

このような状況を踏まえ、ベトナム社会主義共和国政府は、同国郵電公社（VNPT）の人

材育成機関である第一郵電訓練センター（PTTC-1）の訓練設備を整備・拡充し、最新技術

及びマネージメントに習熟した教官を育成するとともに、適切な訓練機材による実践的な

訓練をできるようにしたいとして、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきまし

た。 

これを受けて、独立行政法人国際協力機構では、1997 年 9 月の事前調査、1998 年 3 月の

長期調査を経て、1999 年 2 月、実施協議調査団が討議議事録（R/D）の署名を取り交わし、

第一郵電訓練センターの訓練実施能力を向上させ、電気通信技術の発展に即応した訓練コ

ース（線路、交換、電送、無線、データ通信）を開設することをプロジェクト目標とした、

5 年間にわたる「ベトナム電気通信訓練向上計画プロジェクト」を 1999 年 3 月 1 日から開

始しております。 

本プロジェクトは本年 2 月をもって終了することになっていたことから、昨年 9 月に終

了時評価調査を実施しました。本調査においては、これまでのプロジェクトの実績を確認

し、評価 5 項目の観点から終了時評価を実施し、プロジェクトについての提言を行うとと

もに、今後のプロジェクトに役立つ教訓を引き出す作業がなされ、これらについて協議を

行い、結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換を行いました。本報告書はこの終了時評

価調査に関する報告書です。本報告書が関係者のみならず、広く一般の方にご覧いただき、

ご活用されれば幸いです。 

最後に本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた両国の関係各位に対し深甚の謝意を表

するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

2004 年 4 月 

 

  独立行政法人国際協力機構 

  社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 

 

I. 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義

共和国 

案件名：ベトナム国電気通信訓練向上計画プロジェクト 

分野：電気通信訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

社会開発協力部 

社会開発協力第一課 

協力金額（評価時点）： 

機材供与総額：約 3,102,000米ドル 

先方関係機関： 

郵電省（所管省） 
郵電公社（所管公社） 
郵電技術学院（所管機関） 
第一郵電訓練センター（プロジェクト実施機関） 
日本側協力機関：総務省総合通信基盤局国際部国際協力課 

協力期間 

(R/D)： 

1999 年 3 月 1 日～ 

2004 年 2 月 29 日 

 

他の関連協力：東日本電信電話株式会社など 

1. 協力の背景と概要 

 ベトナムの社会経済の発展は、ドイモイ（刷新）政策による市場経済の拡大とともに加速され

てきた。この急速な発展にともない、電話台数の増加やデジタル技術の導入といった電気通

信部門の成長と近代化がいっそう求められるようになってきた。 

 ベトナム郵電公社は、郵電庁（現郵電省）の人材開発政策に基づき、電信網の維持・運営の

ために第一郵電訓練センターやその他の訓練施設において技術職員の訓練を行ってきた。

しかしながら同公社は、電信部門の訓練需要の急速な変化と拡大に対応するために訓練能

力の向上を必要としていた。 

 そのため、ベトナム政府は日本政府に対してプロジェクト方式技術協力を要請し、最新の専

門技術と訓練実施の能力を持った指導員を育成するための実務的な技術の移転とそのため

の機材を求めてきた。 

 この要請を受けた一連の調査の結果、1999 年 2 月 2 日に本プロジェクト実施のための協議

議事録(R/D)が、実施協議調査団、郵電庁（現郵電省）、郵電公社、第一郵電訓練センター、

計画投資省の代表者によって署名された。本プロジェクト期間は 1999 年 3 月 1 日から 2004

年 2 月 29 日までの 5年間である。 

 

2. 協力内容 

(1) 上位目標 
 ベトナムの電気通信部門における人材開発と技術訓練の需要が満たされる。 
 
(2) プロジェクト目標 
ベトナムの電気通信の開発に必要な 5技術分野（線路（光ファイバーケーブル）、交換、

伝送、無線、データ通信（LAN））における訓練コースを実施するために第一郵電訓練セン
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ターの訓練能力が向上する。 
 

(3) 成果 
・訓練システムが改善する。 
・訓練生募集体制が確立する。 
・指導員とトップマネジメントの能力が向上する。 
・訓練コース（線路、交換、伝送、無線、データ通信）が確立する。 
・訓練実施体制が確立する。 
・モニタリングと評価のシステムが確立する。 
  

(4) 投入（1999 年 3 月 1 日～2003 年 8 月 31 日） 

【日本側】 

長期専門家派遣：  9 名 

短期専門家派遣：  9 名 

機材供与：    総額約 3,102,000米ドル 
研修員受入：    15 名（さらに 2003 年 10 月に 1 名） 

 

【ベトナム側】 

カウンターパートの配置： 17 名（指導員 13 名、管理部門 4名） 

建物・施設：新築ビルディングの 2 フロア計 19 室、その他 

ローカルコスト負担：約 40億 1,300万ベトナムドン（2003年 3月 31日までの累計） 
 

II．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 小泉 純作 

訓練政策  渡辺 栄一 

訓練技術  本郷 眞也 

協力企画  池田純一郎 

 

評価分析  鶴田 伸介 

元国際協力事業団専門技術嘱託 

総務省総合通信基盤局国際部国際協力課 

東日本電信電話株式会社技術部国際室 

国際協力事業団社会開発協力部 

社会開発協力第一課 

（株）地域計画連合 

調査 

期間 

2003 年 9 月 21 日～2003 年 9 月 27 日 

（評価分析団員は 9月 15 日～9月 27 日） 

評価種類：終了時評価 

 

III. 評価結果の概要 

１．評価結果の要約 

(1) 妥当性 

我が国の国別援助計画において、情報通信分野はベトナムの成長促進に資するものとして

重点分野として位置付けられ、特に「通信インフラの保守人材及び IT 産業人材の育成」は最

重要課題として掲げられていることから、本プロジェクトを通じた実施機関の能力強化は、その

趣旨に合致している。 
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また、ベトナムでは、近年デジタル電信網が急速に拡大してきており、本プロジェクトは同部

門における人材開発ニーズに応えることを目指している。国家電気通信開発戦略では、2010

年までに全国で電話保有台数は人口 100 人中 15 人～18 人に増加することが計画されてお

り、技術スタッフの増員と技術の向上が求められている。したがって本プロジェクトは国家戦略

に対してきわめて妥当性が高い。 

  

(2) 有効性 

 カウンターパート指導員の指導能力の向上は、訓練生、彼らの所属組織、日本人専門家、

指導員自身という 4 種類の関係者から高く評価されている。したがって電信技術 5 分野に
おける本プロジェクトの有効性は高いと言える。 
 訓練コースの管理運営能力も大きく向上したことは、訓練コースの円滑な運営からも明

らかである。以前と異なり、現在では訓練コースは計画的かつ体系的に運営されている。 
 以上、「第一郵電訓練センターの指導員の指導能力の向上」及び「訓練コースの管理能力

の向上」等の成果があがることで、プロジェクト目標である同センターの訓練能力の向上

が達成されたと判断できる。 
  

(3) 効率性 
本プロジェクトの拠点となる新ビルディングの建設が遅れたが、プロジェクト活動に悪

影響を与えないよう仮の施設において技術移転を開始するなど、柔軟な対応がとられた。 
 また、中間評価調査団の提言によって、指導員の現場経験不足を補うために郵電局 3 か
所と郵電公社傘下の設計建設会社 1 社においてカウンターパート指導員のオンザジョブ訓
練が行われた。 
技術移転については、日本人専門家からの移転に加えて、日本での研修が非常に効率の

高いものであったと見られる。研修生は適切な内容の訓練を受けたばかりでなく、日本で

学んだ技術をベトナムで同僚に移転しており、日本で入手した教材を共有するようにして

いる。 
このように本プロジェクトの効率性は高いと評価される。 

 

(4) インパクト 
第一郵電訓練センターの指導員だけでなくその上部組織である郵電技術学院傘下の他機

関の教官も彼らの訓練生や学生への指導において本プロジェクトで作成された教科書や供

与された機材を利用している。また彼らは本プロジェクトのカウンターパート指導員とカ

リキュラムや教材の作成の方法を共有することで恩恵を受けている。 
また、郵電公社は本プロジェクトを実務的な訓練コースのモデルと見なしており、本プ

ロジェクトで確立したシステムを、郵電労働者訓練学校など同公社傘下の他の訓練機関に

も導入することを考えている。 
 さらに、地方の郵電局の大部分は、本プロジェクトの訓練コースに職員を派遣したこと

によって恩恵を受けかつ良い影響を受けたとしている。 
 以上より、同センターが今後も継続的に訓練を行うことで、上位目標「ベトナムの電気通
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信部門における人材開発と技術訓練の需要が満たされる」の達成の可能性は高いと評価で

きる。 

 

(5) 自立発展性 
（制度・組織面） 

 郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センターはベトナムの電信部門の人材開発にお

ける主流であり、指導員の技術習得の機会やその他の条件面での各種インセンティブがあ

り、大部分のカウンターパートはセンターに定着している。  
 また、2004年の訓練計画はすでに作成されており、第一郵電訓練センターの所長は、本
プロジェクトのフォローアップと訓練の継続のために、本プロジェクトのカウンターパー

トと他の指導員を統合すべくセンター組織を再構成することを検討しており、今後とも同

センターにおける訓練は継続されていく見込みである。 
 このように、制度的自立発展性は高いと判断できる。 
 

（財政面） 

 第一郵電訓練センターは、郵電公社からの予算と同公社傘下の職員の訓練にともなう歳

入によって、財務面で持続的であると見られる。 
 郵電公社の規則により、機材の維持のために、その総額の 10%を留保することとされて
おり、この方式によって第一郵電訓練センターは機材を更新することができる。さらに、

郵電公社の承認があれば新システムを購入することもできる。 
 

（技術面） 

 カウンターパートは、本プロジェクトから移転された技術をすでに習得している、もし

くは遅くとも 2004年 2月までには習得する見込みであり、移転された電信技術およびその
指導技術は今後とも維持されると考えられる。さらに、各分野に 2 名以上のカウンターパ
ートが配置されていることや、彼らが職場に留まる傾向が強いことを考えると本プロジェ

クトの技術的達成は同センターの中で保持されると考えられる。 
  

２．効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 技術移転項目が比較的明確であり、プロジェクトモニタリング・評価が明示的に計画に位置

づけられ実施された。    

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 ベトナム側の組織と個人のオーナーシップが高い点と日本人専門家の途上国での経験が

概して豊富である点があげられる。 

 

３．問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
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 カウンターパートである指導員の実務経験が不十分であったため郵電局や設計建設会社で

のオンザジョブ訓練を計画に盛り込むことで補足した。 

  

(2) 実施プロセスに関すること 

 プロジェクトサイトとなるビルディングの建設が遅れたが関係者の柔軟な対応によって問題を

回避することができた。 

 

４．結論 

 本プロジェクトは郵電省、計画投資省、郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センター

および日本人専門家を始めとする諸関連機関職員の参加を得て成功裏に進捗してきた。し

かも、本プロジェクトの達成結果はベトナム側の継続的な努力によって持続されると考え

られる。 
 本プロジェクトの人員、機材、建物、施設などの投入は日本・ベトナム両者から十分に

投入された。特にカウンターパート指導員は当初計画を上回って投入された。日本・ベト

ナム両グループ間の親密な関係は計画された活動の円滑な運営を助け、6項目の成果を十分
達成した。中でもカウンターパートの技術の向上は、日本人専門家、訓練生、彼らの派遣

元の郵電局によって確認された。 
 本プロジェクトの達成はその目標を上回っている。当初に計画された 75コースに対して
プロジェクト終了までには 84コースが実施される予定である。また、目標訓練生数 900名
に対してすでに 927 名が本プロジェクトの訓練を受講しており、コースに対する訓練生の
満足度は目標の 80%を大きく上回っている。さらに、訓練需要は継続的にモニターされコ
ースに取り込まれている。 
 こうした達成に基づき、本プロジェクトは、上位目標に沿ってベトナムの電信部門の人

材開発に大きく貢献しつつある。 
 妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という評価 5 項目からみても本プロ
ジェクトは高く評価される。本プロジェクトの達成結果は、下記提言の実施を含む関係者

の継続的な努力によって、制度面、財務面、技術面において今後とも持続されると考えら

れる。 
 
５．提言 

 技術と訓練需要の変化にいかに体系的に取り組むかが第一郵電訓練センターのひとつの

課題となっている。したがって同センターの管理職員と指導員は郵電公社の電信網とサー

ビスの開発戦略を熟知することが求められる。 
 また、郵電局への訪問やオンザジョブ訓練を通じた指導員の継続的な実務教育、さらに

は新しい訓練需要の分野における理論的知識の強化を、第一郵電訓練センターとして本プ

ロジェクトの成果にもとづいて促進することが期待される。 
 さらに、第一郵電訓練センターが南部地域から多くの訓練生を受け入れることが推奨さ

れる。 
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６．教訓 

(1) 継続的なモニタリング・評価のシステムをプロジェクトに構築することは活動の適切な運営

にとって重要である。 

(2) プロジェクトの成功のためには実施機関およびその上部機関が強力であり、かつ同プロ

ジェクトに対して強いオーナーシップを持っていることが期待される。一方、日本人専門家に

は高い技術水準が必要であるとともに途上国での経験を持っていることが望まれる。  

(3) プロジェクトの円滑な実施には日本人専門家とカウンターパートとの良好な人間関係が鍵

となる。 

 

 vi
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
1-1 調査団派遣の経緯と目的 
 本件協力要請のあった 1997年当時、ベトナム国ではドイモイ（刷新）政策による市
場経済の急速な活性化に伴い、経済社会状況は大きく改善され、電気通信分野におい

ても電話回線数の増加、デジタル技術等の積極導入による技術の近代化・高度化が顕

著になっていた。 
 郵電庁（現：郵政省）による人材育成計画に基づき、郵電公社は第一郵電訓練セン

ターにおいて保守・運用の技術者訓練を実施してきたが、これに伴い電気通信需要の

質・量の拡充に対応した技術者訓練の能力向上を目指すこととした。 
 上記背景のもと、ベトナム国の電気通信分野における人的資源の開発及び技術訓練

の需要を満たすために、同センターの訓練設備の整備・拡充、最新技術及び訓練マネ

ジメントを習熟した教官の育成、適切な訓練機材による実践的な訓練を軸とした技術

協力を要請してきたものである。 
 かかる要請に基づき、1997年 9月の事前調査、98年 3月の長期調査を経て、99年 3
月 1 日から第一郵電訓練センターの訓練実施能力を向上させ、電気通信技術の発展に
即応した訓練コース（線路、交換、電送、無線、データ通信）を開設することをプロ

ジェクト目標とした 5カ年の協力を開始した。 
 プロジェクト活動の中盤となる 2001年 11月には、プロジェクトの進捗状況の中間評
価及び協力終了までの実施計画の検討を目的に運営指導調査団が派遣された。 
 今般、協力期間も残り約半年となり、プロジェクト終了にあたって評価 5 項目によ
る評価を行い、本プロジェクトの目標達成度、妥当性を検証するため、終了時評価調

査団を派遣するものとする。 
 

1-2 調査団の構成 
 

区分  分野構成 氏名  所属 
団長 
団員 
〃 
〃 
〃 

総括 
訓練政策 
訓練技術 
協力企画 
評価分析 

小泉 純作 
渡辺 栄一 
本郷 眞也 
池田純一郎 
鶴田 伸介 

元国際協力事業団専門技術嘱託 
総務省総合通信基盤局国際部国際協力課 
東日本電信電話株式会社技術部国際室 
国際協力事業団社会開発協力第一課 
株式会社地域計画連合代表取締役         

 
 
1-3 調査日程 
 

日順 月日 曜日 移動および業務 備考 

1 9月 15日 月 （コンサル団員） 
 09:50成田 →13:55香港 by JL-731 
 14:55香港（発）→15:55 ハノイ（着）by CX-791 
 

 

2 9月 16日 火  09:00 JICAベトナム事務所打合せ 
 10:30 第一郵電訓練センター(PTTC1)表敬 
 11:00 専門家との打合せ（調査項目・方法および PCM説明） 
 13:30  プロジェクト施設・供与機材の視察 
 14:30 リーダーとの打合せ（OFC/LAN含む） 
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3 
 

9月 17日 
 

水 
 

 09:00 C/P及び専門家個別打合せ（デジタル伝送） 
 10:00 C/P及び専門家個別打合せ（デジタル交換） 
 11:00 C/P及び専門家個別打合せ（デジタル無線） 
 13:30 専門家との打合せ 
 15:00 PTTC1との協議 

 

4 9月 18日 木  09:00 個別 C/Pヒアリング（各部門リーダー） 
 13:30 個別 C/Pヒアリング（各カウンターパート） 
 

 

5 
 

9月 19日 
 

金 
 

 09:00 専門家との打合せ 
 13:00 資料整理・ミニッツ作成準備 

 

6 9月 20日 土  終日 資料整理・ミニッツ作成準備  
7 9月 21日 日 （官団員） 

 09:50成田 →13:55香港 by JL-731 
 14:55香港（発）→15:55 ハノイ（着）by CX-791 

 

   （コンサル団員） 
 終日 資料整理・ミニッツ作成 
 夕刻 官団員への調査状況報告 

 

8 
 
 

9月 22日 
 
 

月 
 
 

 09:00 JICAベトナム事務所打合わせ 
 10:00  在ベトナム日本大使館表敬 
11:00 トレーニングコース視察（デジタル伝送） 

 14:30  郵政省(MPT)表敬 
    （郵電公社(VNPT)、郵電技術学院(PTIT)、第一郵電訓練 
     センター(PTTC1)同席） 
 16:00 計画投資省(MPI)表敬 
 

 

9 9月 23日 火 09:00  PTTC1との協議 
 13:00  専門家との打合せ（ミニッツ（案）協議） 
 

 

10 9月 24日 水  08:30  越側との協議(ミニッツ内容協議) 
 11:00  郵電局訪問 

一部団員はミニッツ準備 

 

11 9月 25日 木  終日  越側との協議(ミニッツ内容協議) 
 

 

12 9月 26日 金  10:00  合同調整委員会開催／ミニッツ署名 
 16:00 在ベトナム日本大使館報告 
 17:00  JICAベトナム事務所報告 
 23:35  ハノイ発（JL-752） 
 

 

13 9月 27日 土  06:50  成田着  

 
 
1-4 主要面談者（大使館、JICA事務所を除く） 

 
1) Ministry of Planning and Investment (MPI：計画投資省) 

Mr. Tong Quoc Dat, Senior Expert of Infrastructure Department 
Mr. Nguyen Xuan Tien, Expert of Foreign Economic Relations Department 

 
2) Ministry of Posts and Telematics (MPT：郵政省) 
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Mr. Tran Duc Lai, Director General of Department of Organization and Personnel 
Mr. Hoang Huy Loat, Deputy Director General of Department of Organization and 
Personnel 
Ms. Tran Cam Huong, Training Officer of Department of Organization and Personnel  

 
3) Vietnam Posts and Telecommunications Corporation (VNPT：郵電公社) 

Mr. Nguyen Tat Dac, Deputy Director of Personnel Division 
 
4) Posts and Telecommunications Institute of Technology (PTIT：郵電技術学院) 

Dr. Phung Van Van, President 
Dr. Nguyen Kim Lan, Vice President 
Mr. Nguyen Khac Hoa, Deputy Training Manager 

 
5) Posts and Telecommunications Training Center No.1 (PTTC-1：第一郵電訓練センター) 

Dr. Le Huu Lap, Director 
Mr. Chu Quang Toan, Deputy Director 
Mr. Nghiem Cuong, Head of Administration Section  
Ms. Bui Thu Nguyet, Staff of Administration Section 
Ms. Nguyen Thanh Huong, Secretary Assigned by the Project 
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第２章 終了時評価の方法 

 
2-1 評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDMe)  
 本終了時評価調査において、評価に使用した Project Design Matrixである PDMeは、付属
資料 2のとおりとなっている。 
 
2-2 主な調査項目と情報・データ収集方法 
本終了時評価は、前述の日本側評価団員と下記のベトナム側評価団からなる合同評価調

査団によって実施された。 
 

Mr. Hoang Huy Loat 郵電省 組織人事局 副局長 
Mr. Nguyen Tat Dac 郵電公社 人事部 副部長 
Dr. Phung Van Van 郵電技術学院 院長 
Dr. Nguyen Kim Lan 郵電技術学院 副院長 

 
本プロジェクトの達成と進捗は、プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)に沿って
評価された。この PDMは、1999年 2月 2日にハノイで署名された協議議事録(R/D)による
ものに対して 2001 年 12 月 6 日に中間評価調査団による修正が加えられたものである。終
了時評価団員は、この現行 PDMの投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成
を把握し、本プロジェクトの進捗を下記の 5項目の視点から評価した。 
1)妥当性： ベトナムの現状に対する本プロジェクトの妥当性。 
2)有効性： 本プロジェクト目標が、活動や成果を通じていかに効果的に実現されて

いるか。 
3)効率性： 本プロジェクトの投入は、いかに効率的に活動を引き起こし、成果を作

り出しているか。 
4)インパクト： 本プロジェクトが間接的に引き起こす正と負の影響。 
5)自立発展性： 本プロジェクトによる支援の終了後において、その達成を維持・発展す

る第一郵電訓練センターの能力。 
 評価のために使用した資料は次のとおり。R/D、現行 PDM（議事録 ANNEX 1）、活動計
画とその実施記録（議事録 ANNEX 2）、過去の一連の議事録、本プロジェクト期間中の諸
報告書、本終了時評価期間中における会議と面談の結果。 
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第３章 調査結果 

 
3-1 現地調査結果 
3-1-1 MPTにおける協議概要（9月 22日（月）） 
冒頭、団長から本プロジェクトは 2004年 2月をもって終了を予定しており、日本経済の
低迷の折、納税者である国民は国際協力に関する税金の使われ方についても高い関心があ

ることから、有効に活用されていることを説明する上でも今回の調査は非常に重要なもの

であることを説明した。 
 また、評価は公正に行うことが必要であることから、日本、ベトナムの双方が協力して

実施することを提言した。 
 これに対し、MPTほか同席の VNPT、PTIT、PTTC-1の代表者は理解を示し、以下のとお
りコメントがあった。 
 いずれの機関からも、本プロジェクトは 99年の開始以降順調に活動がなされたとの認識
であり、各地の電話局職員の能力向上に深く寄与してきたことについて謝辞があった。プ

ロジェクト終了後については、今後も継続してコースが実施できるよう人員配置、予算措

置を行うとのことである。 
 MPTは約 1年前に組織が改正され、ICTの分野も所管することとなった。 
 2004年以降の PTTC-1における ICT技術の訓練を計画しており、現在日本側に技術協力
を要請していることから、実現に向けての意見を求められた。 
 また、本プロジェクトの成果を今後より効果的に展開する方法として、日本の協力を得

た上でのラオス、カンボジアに対する第三国研修の実施も要請しているとの話があった。 
 このことについて、調査団は今回の調査目的外の事項であることから、これらの計画を

聞いたうえで日本に持ち帰り、本部関係機関の検討に資したい。 
 
3-1-2 MPIにおける協議概要（9月 22日（月）） 
 MPTにおける説明と同様に団長から趣旨説明をし、今後計画している ICT技術訓練、第
三国研修を中心に情報を収集し、意見交換を行った。 
 MPIからは本プロジェクトへの協力に感謝しているとのこと、また、ベトナム政府は今
後も電気通信分野の人材育成に重点をおいていくことから、新規 ICT技術訓練の技術協力
について前向きに検討してもらいたいとの強い要望があった。 
 第三国研修の実施についても現在MPTと調整しているとのことであるが、ベトナムでの
実績がないことから実施にあたって必要な条件等について誤解している部分があった。 
このため、想定している問題点等については JICA事務所と相談をしてほしい旨伝えた。 

 
3-1-3 PTTC-1における協議概要（9月 23日（火）） 
 前日の協議にあったベトナム側が今後計画している ICT技術訓練、第三国研修に関して
団内で検討した問題点を提起し、情報収集および意見交換を行った。 
 ICT人材育成については、国の政策としてどのように新たな情報通信技術の導入を進めて
いくのか明確にする必要があることから、これに関する資料の提出を依頼した。 
また、具体的にどのような分野の専門家が必要であるかの問いに対して、特にインター

ネット利用に係る新たなハードウェアを利用したネットワーク管理技術が求められており、

2007年までに 2万人のVNPT技術者に対して IP技術の訓練を検討しているとの説明があっ
た。 
本件協力を検討する上で、PTTC-1の訓練計画は重要な要素であることから、マスタープ
ランができ次第提出するよう依頼した。 
第三国研修については、対象国のニーズを確認することが必要であることを伝えた。 
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3-1-4 ミニッツに関する協議（9月 24日（水）から 25日（木）） 
 調査団が関係資料および関係者からの聞き取りにより作成したミニッツ案を提示し、概

要説明および協議を行った。 
プロジェクトの投入、活動、成果等について、ベトナム側も提示した案で問題はないと

の回答であった。 
 プロジェクト目標、上位目標の達成状況についても双方とも成功裏に終了するとの考え

であり、意見の食い違い等はなかった。 
ミニッツの要旨は以下のとおりである。 
本プロジェクトの目標である電気通信分野の技術訓練の向上は、現在においてもベトナ

ム国の政策に合致するものであり、日本の援助政策とも整合している。 
期間中の活動を通じて、特にプロジェクト目標の達成の指標となるコース実施回数は計

画の 75回を大きく上回る 84回がプロジェクト終了までに計画されており、受講生も今年 8
月末の時点で計画の 900名を超える 927名となっている。 
このように当初計画したスケジュールより早く、より多くの受講生を輩出できたことは

カウンターパートと日本人専門家の間に早期から良好な関係を築くことができたこと、専

門家派遣、機材供与、日本でのカウンターパート研修といった日本側投入、カウンターパ

ート配置、建物・機材の導入、運営経費の措置といったベトナム側投入の双方が適切かつ

効果的に行われたこと、MPTをはじめ、このプロジェクトに関係する機関の関心が高く十
分な支援体制があったことによると考えられる。 
今後もこの体制が維持されるのであれば、PTTC-1の自立発展はもとより、上位目標であ

る電気通信分野の発展に必要な人材の確保は近い将来充足できるものと考えられる。 
 
3-2 プロジェクトの実績 
3-2-1 投入 
3-2-1-1 日本側の投入 
 本プロジェクトに対する JICAの投入は下記のとおりである。 
 
(1) 専門家の派遣（議事録 ANNEX 3） 
 下記の 5分野に対して延べ 9名の長期専門家が派遣された。  
1) チーフアドバイザー／線路（光ファイバーケーブル）（2名） 
2) 業務調整員（2名） 
3) 交換（2名） 
4) 伝送 
5) 無線（2名） 
 
 また下記の 8分野に対して延べ 9名の短期専門家が派遣された。  
1) 線路（光ファイバーケーブル） 
2) 伝送 
3) 交換 
4) 無線 
5) LAN技術（2名） 
6) 農村無線 
7) 研修管理 
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8) 評価分析 
 
(2) 供与機材（議事録 ANNEX 4） 
 日本側の供与機材総額は約 3,102,000米ドルであった。JICAから供与された機材のリスト
は議事録 ANNEX 4に示されているとおりである。当リストよりもさらに詳細な「JICA技
術機材管理リスト」によって、すべての主要機材は良好に維持されており、毎日あるいは

コースの度に適切に使用されている。 
 
(3) 日本でのカウンターパート研修（議事録 ANNEX 5） 
 下記の 7分野において延べ 15名のカウンターパートが日本での研修を受講した。 
1) 光ファイバーケーブル技術 
2) 伝送システム技術（4名） 
3) 交換システム技術（4名） 
4) 無線技術（2名） 
5) データ通信技術（LAN）（2名） 
6) 外部プラントエンジニアリング 
7) 電気通信管理  
 さらに 1名のカウンターパートが、2003年 10月に日本での職業訓練向上セミナー研修に
参加することとなっている。 
 
3-2-1-2 ベトナム側の投入 
 終了時評価時点までのベトナム政府からの投入は下記のとおりである。 
 
(1) カウンターパートの配置（議事録 ANNEX 6） 
 4名の管理職と 13名の指導員の計 17名が本プロジェクトのカウンターパートとして配置
されている。 
 
(2) 建物と施設（議事録 ANNEX 7） 
 本プロジェクトは、第一郵電訓練センターの A3棟の 5階と 6階を使用している。A3棟
ビルディングはベトナム政府によって建設され 2000年に完成したものである。本プロジェ
クトのための部屋数は 19室である。ベトナム側から提供されている建物と施設は、議事録
ANNEX 7に示されているとおりである。 
 
(3) 現地経費の負担（議事録 ANNEX 8） 
 議事録 ANNEX 8に示されているとおり、2003年 3月 31日までに郵電公社が本プロジェ
クトに配分した予算総額は約 40億 1,300万ベトナムドンである。2003年（1月～12月）の
予算は約 20億 8,000万ベトナムドンである。 
 
3-2-2 成果（議事録 ANNEX 9, 10, 11, 12, 13 and 14） 
 6項目の成果の達成度は PDMの指標にそって測られた。活動を通じて達成された成果は
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下記のとおりである。 
 
成果(1) 訓練システムが改善する。 
第一郵電訓練センターの訓練方針は郵電公社の人材開発計画に基づいている。同センタ

ーは、訓練需要を把握するために、同公社および地方（県、市）の郵電局や訓練生などの

情報源から需要の情報を継続的に入手している。  
 
成果(2) 訓練生募集体制が確立する。 
 訓練生募集体制が確立され、それにしたがって第一郵電訓練センターは訓練プログラム

を配布し、各郵電局が訓練生を選定し派遣するようにしている。  
 
成果(3) 指導員とトップマネジメントの能力が向上する。 
 日本人専門家、指導員自身、訓練生、派遣元の郵電局の評価から示唆されるように、指

導員の能力向上は満足できるものである。 
 日本人専門家によると、5技術分野（線路（光ファイバーケーブル）、交換、伝送、無線、
データ通信（LAN））の各々におけるカウンターパート指導員は下記の 4項目の技術のすべ
てを習得している。 

1)管理技術： 与えられた課題にしたがって一連のコースを管理し実施する能力 
2)教材作成技術： 教科書、副教材、視聴覚プレゼンテーションなどの教材を作成する

能力 
3)専門技術： 十分な専門知識、および実例を紹介し訓練生からの質問にも的確に

答える実務的な授業を行う能力 
4)指導技術： わかりやすい表現を用いた実際に役に立つ授業を行う能力 

 
 カウンターパートへの質問票調査によると、彼らは日本人専門家の支援なしで自分たち

の仕事を遂行できるか、もしくは遅くとも 2004年 2月までには十分遂行できるようになる
との自信を持っており、本プロジェクト終了後に深刻な問題は生じないであろうと考えて

いる。 
訓練生への質問票調査によっても、5分野のいずれにおいても 80%を超える訓練生がコー
スのほとんどの要素に対して肯定的な評価を与えている。 
本プロジェクトによる訓練コースに職員を派遣したことのある各郵電局に対する質問票

調査結果は、上記の高い評価と一致している。すなわち大部分の郵電局はコースのレベル

が適切であり、訓練生の能力が強化され、訓練コースへの派遣は郵電局を利したと見なし

ている。 
管理部門のカウンターパートも日本人専門家と密接に協力しながら業務を遂行している。

彼らは、プロジェクト活動計画、予算作成、コースの運営管理にわたる本プロジェクトの

運営管理全般において十分な能力を持っている。 
 
成果(4) 訓練コース（線路、交換、伝送、無線、データ通信）が確立する。 
 カリキュラム、教科書、およびコンピュータプレゼンテーションなどの教材は、カウン
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ターパートによって適切に作成されている。また、コースの内容は訓練生への質問票調査

やその他の方法によって把握されたニーズに基づいて修正されており、作成された教材は

本プロジェクトのコースの訓練生に使われているだけではなく訓練生の同僚など他の関係

者にも活用されている。 
 
成果(5) 訓練実施体制が確立する。 
 本プロジェクトによって据え付けられた機器類は、技術機材管理リストの他、専門家機

材管理リスト、プロジェクト購入機材管理リストによって、適切に維持管理されている。

また、資材管理チェックリストによって、資材は適切に管理されている。 
 スタッフの配置は、「2010 年までの郵電開発計画と 2020 年にむけた開発方針」を承認し
た首相の判断に沿うものである。第一郵電訓練センターは訓練実施システムを確立してお

り人材開発計画を有している。カウンターパート指導員数は 13名で当初計画より多く、日
本人専門家からの技術移転を吸収するに足る資質を持っている。 
 郵電公社傘下の各郵電局の訓練予算は、郵電省と郵電公社の人材開発計画によって配分

されており、年間職員一人につき 80万ベトナムドンとなっている。第一郵電訓練センター
の運営予算もそれらの計画によって配分されている。 
 
成果(6) モニタリングと評価のシステムが確立する。 
 本プロジェクトは合同調整委員会と運営委員会によってモニターされている。また第一

郵電訓練センターの所長、チーフアドバイザー、業務調整員、管理課長は、毎週のマネジ

メント会議を通じて本プロジェクトの活動をモニターし評価している。この会議には必要

に応じてカウンターパート指導員も出席している。 
 さらにコースのモニタリングと評価の一手段として、各コースの訓練生に対する入口・

出口試験と質問票調査を実施している。 
 
3-2-3 プロジェクト目標 
 本プロジェクトの目標は、全国の電気通信の開発に必要な 5 技術分野における訓練コー
スを実施するために第一郵電訓練センターの訓練能力を向上することである。この目標は、

下記の指標が示すように成功裏に達成されている。 
 第一に、本プロジェクトによる訓練コース数は 2003年 8月 31日時点で 74に達しており
同年 9月末までには目標の 75を超える見通しである。2003年末までには計 84コースが開
催される見込みである。 
 第二に、本プロジェクトのコースを受講した訓練生総数は 927名に達しており目標の 900
名をすでに上回っている。 
 第三に、コースの質に関しては、コース内容、指導員、有用性などの諸項目において 80%
を大きく上回る訓練生が満足している。 
 第四に、訓練生への質問票、地方郵電局への訪問、郵電公社からの情報など各種の手段

を通じて電気通信部門のニーズは継続的に把握されており、訓練コースに適切に反映され

ている。 
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3-2-4 上位目標 
 下記に示されるように、ベトナムの電気通信部門における人材開発と技術訓練の需要は

満たされつつある。 
 本プロジェクトによる訓練コースに職員を派遣したことのある各郵電局に対する質問票

調査では、大部分の郵電局が本プロジェクトによる 5 技術分野のコースから大いにまたは
相当収穫を得たとしている。 
 郵電公社の訓練政策に則り、2004年から 2007年の期間に同公社の電信部門の技術職員の
90%以上が郵電技術学院で訓練を受けることになっており、その中で第一郵電訓練センター
は中心的な役割を果たすものと期待されている。 
 2001年以降、第一郵電訓練センターにおいて 50を超える電信の訓練コースが開設されて
おり、それらのすべてのコースが本プロジェクトと同様な過程を導入して実施されている。 
 本プロジェクトによって確立された訓練システムは、第一郵電訓練センター全体に普及

されただけではなく第二郵電訓練センター（ホーチミン市）にも普及しており、実際、第

二センターでもすでに本プロジェクトによるシステムが中心となっている。第二センター

で実施予定の訓練コースは郵電技術学院の訓練ガイドブックに含まれているものであるが、

同ガイドブックは第一センターが第二センターとの議論を通じて作成したものである。両

センターは訓練プログラムや教材を交換している。また、南部地域の郵電局の中には本プ

ロジェクトの訓練コースに職員を参加させた局もある。 
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第４章 評価結果 

4-1 評価 5項目による評価 
4-1-1 妥当性 
郵電公社の下で本プロジェクトの実施機関となっている第一郵電訓練センターは主とし

て同公社の職員を訓練してきている。ただし、同公社職員に限定しているわけではない。

民間企業が電気通信部門に参入しつつあり、第一郵電訓練センターは従来よりも多くの民

間企業従業員を訓練している。 

 近年デジタル電信網が急速に拡大してきており本プロジェクトはその部門における拡大

しつつある人材開発ニーズに応えることを目指している。国家電気通信開発戦略では、2010
年までに全国で電話保有台数は人口 100人中 15人～18人に増加することが計画されている。
これは 1,350万台に相当すると推計される。同戦略は技術スタッフの増員と技術の向上を要
求している。したがって本プロジェクトは、将来にむけた国家戦略に対して極めて妥当性

が高い。例えば、中部地域には国際協力銀行の借款による電信網拡張プロジェクトがある。

この拡張は現在の電信網の構造をはるかに複雑にするものであり高い技術を持ったスタッ

フの需要を増加させるものである。本プロジェクトは、中部地域の拡張された将来電信網

の運用に大いに貢献することが期待されている。 
デジタル電信網の引き続く拡張と並行して、郵電公社はインターネットシステムの推進

の重要性も強調している。デジタル電信技術は、インターネットのようなより新しいネッ

トワーク技術のために要求される基礎技術である。したがって本プロジェクトは新技術の

視点からも妥当なものであると言える。 

また、我が国の国別援助計画において、情報通信分野はベトナムの成長促進に資するも

のとして重点分野として位置付けられ、特に「通信インフラの保守人材及び IT産業人材の
育成」は最重要課題として掲げられていることから、本プロジェクトを通じた実施機関の

能力強化は、その趣旨に合致している。 

4-1-2 有効性 
 カウンターパート指導員の指導能力の向上は、訓練生、彼らの所属組織、日本人専門家、

指導員自身という 4 種類の関係者から高く評価されている。したがって電信技術 5 分野に
おける本プロジェクトの有効性は高いと言える。 
 訓練コースの管理運営能力も大きく向上したことは、訓練コースの円滑な運営からも明

らかである。以前と異なり、現在では訓練コースは計画的かつ体系的に運営されている。 
 さらに、本プロジェクトを通じてカウンターパート職員が訓練コースの実施・管理のた

めの英語によるドキュメンテーションやプレゼンテーションができるようになったことは

注目される。 
 以上、「第一郵電訓練センターの指導員の指導能力の向上」及び「訓練コースの管理能力

の向上」等の成果があがることで、プロジェクト目標である同センターの訓練能力の向上

が達成されたと判断できる。 
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4-1-3 効率性 
 当初、本プロジェクトは新ビルディングで開始される計画であったが、建設が数か月遅

れた。しかしながらプロジェクト活動に悪影響を与えないよう、柔軟な対応がとられた。

例えば、工事の進捗を促しつつ、一方で仮のプロジェクトサイトで理論的知識の移転が最

初に行われた。2000 年 7 月には、新ビルディング建設工事の全体完成を待たずに整備され
た 5階において供与機材の据付が始まった。建設工事の完成は同年 9月であった。2000年
12 月に本プロジェクトサイトが新ビルディングに移転した後は、全面移転までの期間、新
旧両方のビルディングを最大限利用してプロジェクト活動が継続された。その結果活動計

画は深刻な遅滞無く進捗した。 
 また中間評価調査団の提言によって、指導員の現場経験不足を補うために、郵電局 3 か
所と郵電公社傘下の設計建設会社 1 社においてカウンターパート指導員のオンザジョブ訓
練が行われた。 
 技術移転については、日本人専門家からの移転に加えて、日本での研修が非常に効率の

高いものであったと見られる。研修生は適切な内容の訓練を受けたばかりでなく、日本で

学んだ技術をベトナムで同僚に移転しており、日本で入手した教材を共有するようにして

いる。 
 このように、本プロジェクトの効率性は高いと評価される。 
 
4-1-4 インパクト 
第一郵電訓練センターの指導員だけでなくその上部組織である郵電技術学院傘下の他機

関の教官も彼らの訓練生や学生への指導において本プロジェクトで作成された教科書や供

与された機材を利用している。また彼らは本プロジェクトのカウンターパート指導員とカ

リキュラムや教材の作成の方法を共有することで恩恵を受けている。例えば、ホーチミン

市の第二郵電訓練センターは、訓練ガイドブック作成のためのガイダンスを通じて、本プ

ロジェクトの訓練手法を同センターの活動に適用しつつある。その他に、郵電省のいくつ

かのプログラムの指導員の中には技術的なノウハウを本プロジェクトのカウンターパート

から習得した者もいる。 
郵電公社は本プロジェクトを実務的な訓練コースのモデルと見なしており、本プロジェ

クトで確立したシステムを、郵電労働者訓練学校など同公社傘下の他の訓練機関にも導入

することを考えている。 
 質問票調査で明らかになったように、地方の郵電局の大部分は本プロジェクトの訓練コ

ースに職員を派遣したことによって恩恵を受けかつ良い影響を受けたとしている。 
 さらに、本プロジェクトのインパクトとして、プロジェクト活動を通じて醸成された日

本人専門家とカウンターパートとの間の極めて良好な関係が特筆される。 
 以上より、同センターが今後も継続的に訓練を行うことで、上位目標「ベトナムの電気通

信部門における人材開発と技術訓練の需要が満たされる」の達成の可能性は高いと評価で

きる。 
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4-1-5 自立発展性 
(1) 制度・組織面 
 郵電技術学院は 50年の歴史を持っている。第一郵電訓練センターは同学院傘下の中心的
な訓練センターであり、郵電公社の総裁の決定に基づいて 1999年 3月に諸訓練センターの
新しいモデルとして再編された。したがって第一郵電訓練センターは、すでに確立してい

る機構の中に組み込まれている。さらに、訓練の実施と管理は本プロジェクト期間中に大

幅に強化され、現行のシステムは高い信頼性を持って適切に機能している。 
郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センターはベトナムの電信部門の人材開発にお

ける主流であり、指導員の技術習得の機会やその他の条件面での各種インセンティブがあ

り、大部分のカウンターパートはセンターに定着している。  
 2004年の訓練計画はすでに作成されている（議事録 ANNEX 15）。さらに、第一郵電訓練
センターのトップマネジメントを担う所長は、本プロジェクトのフォローアップと訓練の

継続のために、本プロジェクトのカウンターパートと他の指導員を統合すべくセンター組

織を再構成することを検討している。2003 年末までには新組織が承認され公表される見込
みであり、今後とも同センターにおける訓練は継続されていく見込みである。 
 また、ベトナムの電信網の現状と計画を把握するために、トップマネジメント、カウン

ターパート指導員、同センターの他の部署から選ばれた職員によるワーキンググループが

すでに設置されている。 
このように、制度的自立発展性は高いと判断できる。 
 ただし、技術と訓練ニーズの急速な変化や民間企業の電信部門への参入という課題がま

すます大きくなっている中で、第一郵電訓練センターはその上部機関とともに柔軟で常に

改善を継続する組織でなければならない。そのためにも各部門内および異なる部門間の密

接なコミュニケーションの維持が不可欠である。 
 
(2) 財務面 
 郵電公社は極めて健全な財務運営を行っている。終了時評価時点で、第一郵電訓練セン

ターの将来の年次財務計画は作成されていないが、同公社からの予算と同公社傘下の職員

の訓練にともなう歳入によって、同センターは財務面で持続的であると見られる。 
 郵電公社の規則により、機材の維持のために、その総額の 10%を留保することとされて
おり、この方式によって第一郵電訓練センターは機材を更新することができる。さらに、

郵電公社の承認があれば新システムを購入することもできる。 
 
(3) 技術面 
 カウンターパートは、本プロジェクトから移転された技術をすでに習得している、もし

くは遅くとも 2004年 2月までには習得する見込みであり、移転された電信技術およびその
指導技術は今後とも維持されると考えられる。さらに、各分野に 2 名以上のカウンターパ
ートが配置されていることや、彼らが職場に留まる傾向が強いことを考えると本プロジェ

クトの技術的達成は同センターの中で保持されると考えられる。 
 一方、変化し続ける技術や訓練需要に対応するためには、各指導員は自分たちの知識と

技術を向上し続けなければならない。また第一郵電訓練センターは、継続的に需要を把握
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し、指導員の技術向上の努力を組織的かつ体系的に促進する必要がある。 
 
4-2 結論 
 本プロジェクトは郵電省、計画投資省、郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センタ

ーおよび日本人専門家を始めとする諸関連機関職員の参加を得て成功裏に進捗してきた。

しかも、本プロジェクトの達成結果はベトナム側の継続的な努力によって持続されると考

えられる。 
 本プロジェクトの人員、機材、建物、施設などの投入は日本・ベトナム両者から十分に

投入された。特にカウンターパート指導員は当初計画を上回って投入された。日本・ベト

ナム両グループ間の親密な関係は計画された活動の円滑な運営を助け、6項目の成果を十分
達成した。中でもカウンターパートの技術の向上は、日本人専門家、訓練生、彼らの派遣

元の郵電局によって確認された。 
 本プロジェクトの達成はその目標を上回っている。当初に計画された 75コースに対して
プロジェクト終了までには 84コースが実施される予定である。また、目標訓練生数 900名
に対してすでに 927 名が本プロジェクトの訓練を受講しており、コースに対する訓練生の
満足度は目標の 80%を大きく上回っている。さらに、訓練需要は継続的にモニターされコ
ースに取り込まれている。 
 こうした達成に基づき、本プロジェクトは、上位目標に沿ってベトナムの電信部門の人

材開発に大きく貢献しつつある。 
 妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という評価 5 項目からみても本プロ
ジェクトは高く評価される。本プロジェクトの達成結果は、下記提言の実施を含む関係者

の継続的な努力によって、制度面、財務面、技術面において今後とも持続されると考えら

れる。 
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第５章 提言と教訓 

 
5-1 提言 
 技術と訓練需要の変化にいかに体系的に取り組むかが第一郵電訓練センターのひとつの

課題となっている。したがって同センターの管理職員と指導員は郵電公社の電信網とサー

ビスの開発戦略を熟知することが求められる。そうすることによって郵電公社、郵電技術

学院と協力しながら現在と将来の訓練需要を把握することができよう。 
 また、郵電局への訪問やオンザジョブ訓練を通じた指導員の継続的な実務教育、さらに

は新しい訓練需要の分野における理論的知識の強化を、第一郵電訓練センターとして本プ

ロジェクトの成果にもとづいて促進することが期待される。 
 さらに、第一郵電訓練センターが南部地域から多くの訓練生を受け入れることが推奨さ

れる。そうすることによって南部地域の電信技術者も日本からカウンターパートに移転さ

れた技術や本プロジェクトで供与された機材の恩恵を受けることができる。 
 
5-2 教訓 
(1) 継続的なモニタリング・評価のシステムをプロジェクトに構築することは活動の適切な運営
にとって重要である。 
(2) プロジェクトの成功のためには実施機関およびその上部機関が強力であり、かつ同プロ
ジェクトに対して強いオーナーシップを持っていることが期待される。一方、日本人専門家に

は高い技術水準が必要であるとともに途上国での経験を持っていることが望まれる。  
(3) プロジェクトの円滑な実施には日本人専門家とカウンターパートとの良好な人間関係が鍵
となる。 
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付属資料2．評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）日本語版 

プロジェクト名：ベトナム国電気通信訓練向上計画プロジェクト （主な）対象グループ：郵電公社の電気通信技術職員 （主な）対象地域：北部ベトナム 作成2001年12月6日 

プロジェクト要約 指標 入手手段 外部条件 

上位目標 

ベトナムの電気通信部門におけ

る人材開発と技術訓練の需要が

満たされる。 

 
1.  訓練生が習得した技術に80%以上の職場が満足する。 
2.  2004年～2007年の間に郵電公社の電信技術職員の90%以上が郵電技術学院 
で訓練を受ける。 

3.  プロジェクトで確立された訓練システムが第一郵電訓練センターの他のコー 
スでも主流となる。 

4.  第一郵電訓練センターで確立された訓練システムが第二郵電訓練センターで 
も主流となる。 

 
1. 訓練生の職場への質問票 
2. 郵電庁（現郵電省）と郵電公社の記録 
 
3. 第一郵電訓練センターの記録 
 
4. 他の郵電訓練センターの記録 

 
a. ベトナムにおいて電気通信技術の 
必要性が存続する。 

b. 国家電信人材開発計画が基本的に 
変わらない。 

プロジェクト目標 

ベトナムの電気通信の開発に必

要な 5 技術分野（線路、交換、

伝送、無線、データ通信）にお

ける訓練コースを実施するため

に第一郵電訓練センターの訓練

能力が向上する。 

 
1.  新訓練コースが75回開催される。 
2.  900 人の職員が新訓練コースで訓練される。 
3.  80% 以上の訓練生が新訓練コースの内容に満足する。 
4.  把握された電信分野の需要が即座にプロジェクトによる新訓練コースの内容 
に反映される。 

 
1. 第一郵電訓練センターの記録 
2. 第一郵電訓練センターの記録 
3. 訓練生への質問票 
4. 第一郵電訓練センターの記録 
 

 
a. 卒業生の勤務先において当該技術 
分野の新技術設備が導入される。 

b. 郵電技術学院において訓練が継続 
的に改善される。 

c. 電気通信分野各コースの計画、設 
計、構築手法が改善される。 

成果 

1. 訓練システムが改善する。 

 

 
1-1 第一郵電訓練センターが定期的に郵電公社から訓練ニーズを把握する。 
1-2 第一郵電訓練センターに訓練方針が存在する。 
1-3 その訓練方針は郵電公社の人材開発計画に沿う。 

 
1-1 第一郵電訓練センターの記録 
1-2 第一郵電訓練センターの訓練方針 

 
訓練を受けたカウンターパートと職

員が第一郵電訓練センターで勤続す

る。 
2. 訓練生募集体制が確立する。 2-1 応募システムが確立される。 

2-2 郵電局の状況と訓練修了生の活動が把握される。 
2-1 第一郵電訓練センターの記録 
2-2 郵電局との面談記録 

 

3. 指導員とトップマネジメン 

トの能力が向上する。 

3-1 80%以上の訓練生が指導員の訓練手法を肯定的に評価する。 
3-2 カウンターパートが各手法と技術を理解する。 
3-3 各手法と技術の情報がカウンターパート間で交換される。 

3-1 訓練生への質問票 
3-2 カウンターパートとの面談 
3-3 カウンターパートとの面談 

 

4. 訓練コース（線路、交換、伝

送、無線、データ通信）が確

立する。 

4-1 教科書と教材を作成するための要点のまとめがある。 
4-2 カリキュラム、教科書、教材の内容が適切である。 
4-3 カウンターパートがカリキュラム、教科書、教材を独力で作成できる。 

4-1 教科書と教材を作成するための要点のまとめ 
4-2 訓練生への質問票 
4-3 カウンターパートとの面談 

 

5. 訓練実施体制が確立する。 

 

5-1 施設の運営が適切である。 
5-2 職員の配置が郵電庁（現郵電省）と郵電公社の人材開発計画に沿っている。
5-3 予算の確保が郵電庁（現郵電省）と郵電公社の人材開発計画に沿っている。

5-1 第一郵電訓練センターの施設管理簿 
5-2 第一郵電訓練センターの職員配置の計画と実績 
5-3 第一郵電訓練センターの予算計画と決算報告 

 

6. モニタリングと評価のシス 

テムが確立する。 

6-1 モニタリングと評価の実施計画が存在する。 
6-2 モニタリングと評価の実施日程と担当者が存在する。 

6-1 運営委員会と合同調整委員会の議事録 
6-2 運営委員会と合同調整委員会の議事録 

 



                
活動 投入 外部条件 

(下記) (ベトナム側) 
1. カウンターパートの配置 
 プロジェクトディレクター 1 
 プロジェクトマネジャー 1 
 (カウンターパート指導員) 
 無線2 
 伝送2 
 交換2 
 線路2 
データ通信2 
 

(事務職員) 
 主任1 
 職員1 
 その他運転手等 
 
2. 訓練センター施設 
 教室、 実習室、 専門家室などの施設および 電気、電話、ガス、水道 
 
3. 訓練センター運営経費 

(日本側) 
1. 専門家派遣 
a. 長期専門家 
 チーフアドバイザー／線路1  
 業務調整1 
 無線1 
 伝送1 
 交換1 
 
b. 短期専門家 
 データ通信、 ISDN、 その他、必要に応じて派遣 
 
2. 機材供与 
 電気通信技術訓練用機材他 
 
3. 日本での研修 
 5年間で15人程度  
無線、伝送、交換、線路、データ通信、研修管理 

通関、輸送手続きが大幅

な遅れを生じない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前提条件 
プロジェクトの建物が

計画どおり完成する。 

1.1 ベトナムの電気通信分野の現状を分析する。 
1.2 ベトナム電気通信分野の訓練ニーズを把握する。 
1.3第一郵電訓練センターの訓練方針を立案する。 
2.1第一郵電訓練センターの訓練コースの応募採用システムを構築する。 
2.2 訓練生の所属先と定期的な会合を持つ。 
3.1 カリキュラム開発手法を導入する。 
3.2 分野毎の専門技術を習得する。 
3.3 教科書・教材開発手法を導入する。 
3.4 訓練技法を習得する。 
3.5 コース管理手法を導入する。 
3.6 コース評価手法を導入する。 

4.1 訓練コースのカリキュラムを作成する。 
4.2 訓練コース用教科書・教材を作成する。 
4.3 訓練コースを実施する。 
4.4 訓練コース内容を評価する。 
4.5 訓練コース内容を改善する。 
5.1 訓練機材の管理手法を導入する。 
5.2 計画に応じた適切な人材を配置する。 
5.3 予算を確保し適切に執行する。 
6.1 プロジェクト管理のためのモニタリングと評価の実施計画を作成する。 
6.2 プロジェクト管理のためのモニタリングと評価の実施日程と担当者を決定する。  
6.3 プロジェクト管理のためのモニタリングと評価を実施する。 
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